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　眞船さん：こんにちは、みらい先生。実は、今年の
５月１日から海外販路の拡大のためにベトナムに２年
間の単身赴任を予定しています。３年前に住宅を購入
したばかりで、住宅も妻子も恋しくなりますね。
　みらい：眞船さん、お久しぶりです。単身赴任とし
て長期間海外に行かれるのですね。眞船さんは１年以
上海外へ行かれるということは、今度は非居住者にな
るんですね。
　眞船さん：そうなんです、そこで、みらい先生にお
聞きしたいのですが、非居住者になった年に住宅ロー
ン控除の適用を受けることができるのでしょうか。住
宅ローン控除は、住宅を取得した人が居住していない
と適用を受けれないという認識だったのですが。
　みらい：非居住者になった年でもローン控除が適用
できるケースがありますよ。まず、眞船さんの奥様と
お子様は、引続きマイホームに住まわれるのですか。
　眞船さん：はい、妻と子供は引続き住み続ける予定
です。
　みらい：住宅を購入したときに住宅ローン控除を受
けているということは、税務署から「給与所得者の住
宅借入金等特別控除申告書」および「年末調整のため
の住宅借入金等特別控除証明書」は届いていますよね。
また、金融機関から「住宅取得資金に係る借入金の年
末残高証明書」の入手の手配はできていますか。
　眞船さん：税務署からの書類は持っているのですが、
金融機関にはまだ連絡してないので、手配しなければ
いけないですね。
　みらい：そうですね、そして、非居住者になる場合
には一定の要件を充たすことで適用を受けることがで
きます。
　眞船さん：一定の要件とはなんでしょうか。
　みらい：住宅ローン適用者が、１）「転勤等やむをえ
ない事情によること」、２）「扶養する妻子が引続き居
住の用に供すること」、３）「転勤等のやむを得ない事
情が解消した後、住宅ローン適用者と妻子が共にその
家屋に居住すること」――この要件を充たしていると

きは、その家屋を引続き居住の用に供しているものと
して、住宅ローン控除の適用が認められています。ち
なみに、平成28年４月１日以降の海外勤務者から適用
になっています。
　眞船さん：最近改正されたんですね。適用を受ける
ためにはどうすればよろしいでしょうか。
　みらい：日本国内で納税管理人を定めて、その納税
管理人を通じて確定申告の手続きをすれば適用できま
す。
　眞船さん：そうなんですね、納税管理人の手続きは
どのような書類をどこに提出すればよろしいのでしょ
うか。ちなみに、納税管理人は、妻でも大丈夫でしょ
うか。
　みらい：納税管理人の手続きは、出国日までに「所
得税の納税管理人の届出書」を納税管理人の住所のあ
る所轄税務署に提出してください。眞船さんの場合、
奥様が住まれている管轄の税務署への提出になります。
また、納税管理人は奥様でも大丈夫です。
　眞船さん：少し大変そうですが、ローン控除の適用
ができるよう確定申告の準備をしたいと思います。い
ろいろと教えていただきありがとうございました。
　みらい：私でよければ、いつでも相談にのりますよ。
気軽に相談くださいね。
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